

















1997 年 2 月に京都市で開催された国連気候変動枠組条約第 3回締約国会議（以下，COP3）に結
集した組織・団体により結成された「気候フォーラム」を前身とする団体である。「気候ネットワー
ク」は，地球温暖化防止のために，市民の立場から提言し，行動を起こしていくことを目的とし























する。会員へのアンケート調査は，個人会員 376 人（調査当時）を対象として，2010 年 4 月に
















2006 「2020 年家庭・業務 30％削減プロジェクト」の実施
2008 「MAKE the RULEキャンペーン」のスタート，「子どもエコライフチャレンジ」（環境教育プロジェクト）の実施
2009 COP15 に向けたキャンペーン活動の実施
2010 省エネ法に基づく第 2次温暖化防止情報開示訴訟の実施，自治体温暖化対策の推進に関する調査研究の実施







































総会への参加 20.9 0.0 1.2 10.1
セミナー・シンポジウムなどへの参加 97.4 43.8 1.2 54.3
ボランティア活動への参加 6.1 6.3 9.5 7.3
MAKE the RULEキャンペーンの署名活動 34.8 0.0 13.1 20.6
所属している団体が気候ネット
ワークと連携している 21.7 35.4 6.0 19.0
活動資金の寄付 13.0 54.2 22.6 24.3
活動支援のための書籍やグッズの購入 32.2 54.2 7.1 27.9














表 4　会員層×居住地 N＝ 247
「コア活動層」 「間接的支援層」 「共感支持層」 会員全体
近畿・関東 83.5 64.6 72.6 76.1
その他の地域 16.5 35.4 27.4 23.9
（注 1）単位：％
（注 2）p≦ 0.05　※暫近有意確立（両側）
表 3　会員層×職業 N＝ 247
「コア活動層」 「間接的支援層」 「共感支持層」 会員全体
農林漁業 1.7 0.0 0.0 0.8
会社員 11.3 12.5 21.4 15.0
公務員 7.0 16.7 4.8 8.1
教員 10.4 16.7 8.3 10.9
研究職 7.0 2.1 3.6 4.9
専門職 9.6 4.2 9.5 8.5
自営業 2.6 8.3 13.1 7.3
団体職員 7.0 8.3 9.5 8.1
議員 7.0 2.1 3.6 4.9
家事専業 1.7 2.1 3.6 2.4
パート・アルバイト 0.9 0.0 4.8 2.0
学生 1.7 0.0 0.0 0.8
現在は働いていない 27.8 18.8 15.5 21.9





































































表 5　会員層×入会理由 N＝ 247
「コア活動層」 「間接的支援層」 「共感支持層」 会員全体
自分自身で温暖化防止活
動を実行するため ** 54.8 47.9 22.6 42.5
仕事に役立てるため * 29.6 27.1 14.3 23.9
温暖化問題に関する情報
収集・調査研究のため ** 81.7 66.7 57.1 70.4
（注 1）単位：％






















表 6　会員層×これまでで重要であったと思う活動 N＝ 245
「コア活動層」 「間接的支援層」 「共感支持層」 会員全体
国内政策に対する政策提言 ** 83.3 68.8 62.7 73.5
企業の CO2 排出量の情報開示
請求と分析 ** 46.5 27.1 27.7 36.3
地域・自治体の温暖化対策の事
例調査・モデルづくり * 16.7 35.4 28.9 24.5
子どもたちへの環境教育活動 ** 7.9 16.7 24.1 15.1
MAKE the RULEキャンペーン * 26.3 8.3 14.5 18.8
（注 1）単位：％
（注 2）**p≦ 0.01，*p≦ 0.05　※暫近有意確立（両側）
表 7　会員層×活動の発展のために今後重視すべきもの N＝ 243
「コア活動層」 「間接的支援層」 「共感支持層」 会員全体
地域レベルの活動の充実 * 45.1 53.2 65.1 53.5












































































































































































































本研究は，2009 年～ 2011 年度科学研究費補助金基盤研究（C）『ローカルガバナンスの形成過
程―多主体連携による環境保全と地域経営』（研究代表者：野田浩資〔京都府立大学〕）による
研究成果の一部である。
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